海水浴場の管理運営に関する指導要綱
昭和49年 6月14日制　　定
平成11年 5月11日一部改正
平成20年 4月25日一部改正
平成22年 4月12日一部改正
平成30年 5月30日一部改正
平成31年 3月27日一部改正
令和 3年 3月26日一部改正
令和 3年 5月13日最終改正
第１  目  的
  この要綱は、国、市町村、関係機関及び関係団体（以下「関係機関等」という。）と連携して海水浴場の適切な管理運営を図るため、海水浴場の管理運営の基準等、海水浴場の開設者及び利用者に対する指導等に必要な事項を定め、もって公共の場である海岸において安全で快適な海水浴が行われることを目的とする。
第２  定  義
  この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
  １  海水浴場
      一定の管理のもとに一定期間公衆の水浴又は遊泳の目的に供される特定の海面及びその附属地（陸域）をいう。
  ２  開設者
      海水浴場を開設し、これを管理運営する者（市町村、団体等を含む。）をいう。
  ３  遊泳区域
      水浴又は遊泳に適する区域として、標旗、うき等によって区画された区域をいう。
第３  海水浴場開設管理基準
  海水浴場の開設及び管理に当たり遵守すべき基準（以下「海水浴場開設管理基準」という。）は、別表のとおりとする。ただし、海水浴場の所在する市町村において必要に応じ別に基準を定めることを妨げない。
第４  開設者の役割
１  開設者は、海水浴場の管理運営に当たり、海水浴場開設管理基準に基づき、利用者の生命及び身体の安全を確保するとともに、公衆衛生、風致及び秩序の保持等、快適な利用環境が維持されるよう努めなければならない。
  ２  開設者は、道及び関係機関等が実施する海水浴場に関する施策に協力するよう努めるものとする。
第５  道の役割
１  道は、関係機関等と緊密に連携し、海水浴場の管理運営に関する施策を実施するよう努めるものとする。
２　道は、関係機関等と連携し、海水浴場について海水浴場開設管理基準が維持されるよう、必要な協力、指導を行うとともに、利用者に海水浴を楽しむときの注意事項、心構え等を積極的に啓発するものとする。
第６  利用者の心構え
  海水浴場を利用する者は、地形、波浪、気温等の自然条件及び自己又は同伴者の健康状態、遊泳能力等の身体条件に細心の注意を払うとともに、海水浴場が公共の自然レクリェーション広場であることに留意して、開設者、道及び関係機関等の指示、指導を遵守し、安全で快適な海水浴場が保たれるよう協力するものとする。
第７　開設の届け出等
１　開設者は、次の事項を、別記様式１の海水浴場開設届により、毎年４月１日から４月30日までの間（以下「届出期間」という。）に知事に届け出るものとする。
(1) 海水浴場の名称及び所在地
(2) 開設者（市町村、団体等にあっては、その代表者）の氏名、住所及び電話番号
(3) 海水浴場の遊泳区域及びその附属地（陸域）の面積
(4) 海水浴場の開設予定期間及び開設予定時間
(5) 海水浴場内に設置する施設及び備品
(6) 監視、救護等海水浴場の管理運営に従事する者の人数及びその者の所属団体名
２　前項の届出は、同項第３号の区域及び同項第５号の施設の配置を図示した図面を添えて行うものとする。
３　知事は、第１項の届出があった場合には、当該海水浴場の遊泳区域を含む他の第１項の規定による届出が届出期間になく、当該遊泳区域が他の海水浴場の遊泳区域と重複していないことを審査し、５月15日までに当該届出を行った者及び当該海水浴場の所在する市町村に別記様式２によりその結果を通知しなければならない。
４　前項の規定に基づく審査に適合しない旨の通知を受けた者であって当該通知に係る届出を行った者（以下「不適合届出者」という。）は、当該通知に係る海水浴場の適切な管理運営を図るために必要な措置を講ずるものとする。
５　不適合届出者は、前項の措置を講ずるに当たっては、当該海水浴場の遊泳区域を含む他の第１項の規定による届出を行った者及び当該海水浴場の所在する市町村その他関係機関と協議しなければならない。
６　第４項の措置を講じた者は、５月末日までに当該措置の内容を知事に報告するとともに、当該措置の内容が第１項の規定により届け出た事項の変更を伴うものである場合は、併せて、別記様式３の海水浴場変更届出書により知事に届け出るものとする。
７　開設者は、第１項の規定により届け出た事項に変更があった場合（第６項による場合を除く。）は、変更のあった事項及び変更内容を別記様式３の海水浴場変更届出書により速やかに知事に届け出るものとする。
８　第３項の規定は、第６項の規定による報告及び届出並びに第７項による届出について、準用する。この場合において、第３項中「５月15日」とあるのは、「報告又は届出を受けた日から起算して14日以内」と読み替えるものとする。
第８  現地調査及び指導等
１　道は、安全で快適な海水浴の利用を確保するために特に必要があると認めるときは、必要に応じ海水浴場の所在する市町村並びに国、関係機関及び関係団体と連携して海水浴場の調査を行い、開設者及び施設の管理者に対し必要な指導及び勧告を行うものとする。
２  前項の指導及び勧告は、潮流、海底の形状、海水の汚濁等により水浴又は遊泳することが危険又は不適当と認められる場所に係るものを含むものとする。
第９　水難事故の報告
  開設者は、海水浴場の開設期間・時間内に遊泳区域内で水難事故が発生した場合には、別記様式４の海水浴場における事故発生報告書により、速やかに知事に報告するものとする。
第10　実績報告
  開設者は、次の事項を、別記様式５の海水浴場実績報告書により、毎年９月１５日までに知事に報告するものとする。
    (1) 海水浴場の名称
    (2) 海水浴場開設の期間及び日数
    (3) 開設期間中の利用者の総数及び開設日１日当たりの平均利用者数
    (4) 監視、救護等海水浴場の管理運営に従事した者の人数及びその者の所属団体名
    (5) 開設期間中の事故発生状況及びその措置状況
第11  書類の経由等
　１　この要綱により知事に提出する書類は、海水浴場の所在地を管轄する総合振興局長・振興局長を経由しなければならない。
　２　海水浴場開設届及び海水浴場実績報告書の提出部数は、２部とする。
　　 附　則　
　この要綱は、昭和49年6月14日から施行する。
この要綱は、平成11年5月11日から施行する。
　この要綱は、平成20年4月25日から施行する。
　この要綱は、平成22年4月12日から施行する。
　この要綱は、平成30年5月30日から施行する。
　この要綱は、平成31年3月27日から施行する。
　この要綱は、令和 3年3月26日から施行する。
海水浴場開設管理基準
１  開設に当たっての留意事項
    海水浴場を開設しようとするときは、次の事項に留意すること。
(1) 自然条件
  　ア  潮流及び波浪が静穏であること。
  　イ  海底の地形が安定し、急激な深みが少ないこと。
  　ウ  河口部及びその附近海域でないこと。
  　エ  水温が一定温度以上であり、かつ、あまり変動しないこと。
  　オ  浮遊物、堆積物等がないこと。
  　カ  水浴及び遊泳するための良好な水質等が維持されること。
  　キ  海浜地が適当な広さを有し、かつ、その背後に急傾斜地が迫っていないこと。
(2) 関係機関からの同意
漁業権との調整を図るため、関係漁業協同組合との事前協議を行い、開設について同意を得ていること。
２  管理運営の基準
    海水浴場は、次の基準に基づき管理運営されるよう努めること。
  (1) 安全性の基準
    ア  水難防止施設等の整備
      (ｱ) 遊泳区域は、潮流等海域の状況を事前に把握するとともに、専門知識を有する        者の意見を聴取する等、その安全性を十分確認のうえ決定すること。
      (ｲ) 遊泳区域を表示する標旗及びうき等は、常に正確な位置に保つこと。
      (ｳ) 遊泳区域内に深み等危険な箇所があるときは、利用者が明確に識別できるよう        に標旗及びうき等をもって標示すること。
　  　(ｴ) 開設中においても、離岸流の発生など海域の状況変化を十分把握し、遊泳区域        及び危険箇所の標示に必要な修正を行うこと。
      (ｵ) 水難事故防止等に必要な施設及び器材は、常に点検・整備しておくこと。
　　イ  開設の決定等
　    (ｱ) 開設期間中の毎朝６時現在の天気概況、天気予報、海象状況等を把握し、関係        機関と協議の上、当日における開設の可否を決定すること。
 　 　(ｲ) 前項の結果を、当該海水浴場の主要な場所に掲示するとともに、関係機関の協        力を得て利用者に周知する等必要な措置を講ずること。
      (ｳ) 海水浴場の利用時間は、日の出から日没までの時間内において定め、利用者に        周知すること。
    ウ  緊急時の措置等
      (ｱ) 海水浴場の状態が次の各号のいずれかに該当し、水浴又は遊泳することが危険又は不適当であると認めるときは、海水浴場内に赤標旗を掲げ、かつ、その旨を 速やかに利用者に周知する等必要な措置を講ずること。
ａ 波が異常に高いとき。 
ｂ 水温が異常に低下しているとき。 
ｃ 潮の流れが異常に速いとき。
ｄ 廃油及び汚物等が流入したとき。 
(ｲ) 海水浴場で津波のおそれがあり、水浴又は遊泳することが危険又は不適当であると認めるときは、海水浴場内に津波フラッグ（赤白の格子模様の旗）を掲げ、かつ、その旨を速やかに利用者に周知する等必要な措置を講ずること。
(ｳ) 海水浴場の状態が次の各号のいずれかに該当し、遊泳に注意を必要とするときは、海水浴場内に黄標旗を掲げ、利用者に周知する等、必要な措置を講ずること。
        ａ  波がやや高いとき。
        ｂ  水温がやや低いとき。
        ｃ  潮の流れがやや速いとき。
        ｄ  その他注意が必要なとき。
エ  監視員の配置
  　  (ｱ) 海水浴場には、水難事故防止及び水難救助等のため、監視員を必ず配置し、腕　　　　章等により監視員であることが識別できるようにすること。
(ｲ) 監視員は、日本赤十字社が実施する水上安全法講習救助員養成講習や、日本ライフセービング協会が実施するライフセーバー資格認定講習会の受講者など、水難救助を行うために必要な知識・技術を有する者から選任するよう努めること。
 　 　(ｳ) 監視員の任務は、次のとおりとすること。
        ａ  遊泳者の安全保護のために必要な監視及び指導
        ｂ  前記ウの緊急時における遊泳者への警告及び指示
        ｃ  水難その他の事故の早期発見（通報による場合を含む。）、救助、応急手当　　　　　等の事故処理
        ｄ  救急医療機関等への連絡及び協力
        ｅ  救護活動に必要な施設、器材等の常時点検整備
 　　 (ｴ) 水難事故発生時の救急医療機関、警察署等関係機関への連絡方法を連絡体
系図等により定めること。
　
  (2) 公衆衛生上の基準
    ア  海水浴場区域を常に清掃し、ごみ、ガラス破片、空缶等を除去すること。
    イ  公衆用の便所及びごみ容器は、定期的に清掃、回収等を行い、ねずみ、昆虫等の　　　駆除に努めるとともに、休憩所、飲食店、宿泊施設、更衣所等（以下「休憩所等」　　　という。）に設置される便所及びごみ容器についても、同様の処理をさせるよう努　　　めること。
    ウ  利用者に対して、掲示板、放送等の方法によりごみの回収、持ち帰り等清潔な海　　　水浴場を保持するために必要な協力を求めること。
    エ  飲用水及びシャワー用水の水質は、良好であること。
    オ  給水施設、シャワー、休憩所等は、常に清潔に保つこと。
  (3) その他
      海水浴場、駐車場及び周辺道路における秩序の保持、交通渋滞の解消、交通事故の　　防止等を図るため関係機関と協力して必要な措置を講ずること。
３  施設・設備等の基準
    海水浴場には、おおむね次に掲げる施設、設備、器具等（以下「施設等」という。）　を備えるよう努めること。
  (1) 安全確保のための施設等
    ア  遊泳区域の表示は、赤色の標旗、うき等を用いること。遊泳区域内の深み等危険　　　な箇所についても、同様とすること。
    イ  監視関係施設等を次により整備すること。
      (ｱ) 監視所（塔）は、遊泳区域が見渡せる位置及び高さを確保し、かつ、救護所等　　　　との連絡、緊急時の行動等が容易な場所に設置すること。
      (ｲ) 双眼鏡・トランシーバー・携帯電話・監視ボート・有線放送施設・携帯マイク　　　　その他の監視用器具等を必要数備えておくこと。
  　ウ  救護関係施設等を次により整備すること。
      (ｱ) 救命ボート・救命用水上オートバイ・救命浮き輪・ロープその他救護用器具を　　　　必要数備えておくこと。
 　 　(ｲ) 人工そ生器、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、担架、毛布、救急医薬品その他　　　　応急手当用器具を必要数備えておくこと。
　　  (ｳ) 電話及びトランシーバーを備えるとともに救急医療機関、警察署等関係機関の　　　　電話番号を見やすい場所に表示しておくこと。
　　エ　監視所及び救護所の設置場所を利用者の分かりやすい場所に表示すること。
  (2) 公衆衛生確保のための施設等
    ア  給水施設を適当数設置すること。なお、飲用不適の給水施設があるときは、その　　　旨を明確に表示すること。
    イ  便所は、次により整備すること。
      (ｱ) 便そう、床及び便器は、コンクリート製等不浸透性の材質を用いること。
      (ｲ) 流水式手洗設備を有すること。
      (ｳ) ねずみ、昆虫等の出入を防ぐ構造・設備であること。
      (ｴ) 採光及び換気が十分に行える開閉窓及び換気口を設けること。ただし、水洗便　　　　所であって衛生上支障のないときは、この限りでないこと。
      (ｵ) くみ取り口にふたを設けて密閉すること。
      (ｶ) 男女を区別し、外部から見透かされない構造であること。
      (ｷ) 公衆便所は、利用者の便宜を考慮し、適当な場所に相当数を整備すること。
　  ウ  ごみ処理施設は、次により整備すること。
      (ｱ) ごみ容器のうち汚物入れ等については、不浸透性、密閉式の材質構造とし、そ　　　　の他のごみ入れは金網製、ふた付き等の材質構造で風により容器が移動しないよ　　　　うにすること。
      (ｲ) ごみ容器は、適当な場所に相当数を設置すること。
    エ  シャワー施設は、次により整備すること。
      (ｱ) 男女を区別し、外部から見透かされない構造とすること。
      (ｲ) シャワー施設は、適当数を整備すること。
 (3) 利用者の利便を図るための施設等
    ア  更衣施設は、次により整備すること。
      (ｱ) 男女を区別し、外部から見透かされない構造とすること。
      (ｲ) 利用者の衣類等を安全に保管する設備を有すること。
      (ｳ) 更衣施設は、適当数を整備すること。
    イ  駐車場は、次により整備すること。
      (ｱ) 駐車の状況を見やすい場所に表示するほか、駐車場内及びその出入口周辺の防　　　　じん処理を行うこと。
      (ｲ) 駐車場は、利用者の入込方法、用地確保の可否、交通渋滞等の諸事情を勘案の　　　　上、適当な規模のものを確保すること。
 　 ウ  表示施設は、次により整備すること。
      (ｱ) 総合案内板
          海水浴場の主要な出入口に、おおむね次の内容を表示した総合案内板を設置す　　　　ること。
        ａ  海水浴場の見取図と現在位置
        ｂ  主要施設（監視所・救護所・便所・臨時派出所等）の位置
        ｃ  遊泳区域及び危険区域の位置
        ｄ  開設・閉鎖の状況
        ｅ  利用者の遵守すべき事項
        ｆ  開設者の名称、住所及び電話番号
        ｇ  その他必要な事項
　　　(ｲ) 利用料金表
          海水浴場の施設のうち、有料のものについては、その利用料金表を見やすい場　　　　所に掲示すること。
      (ｳ) 海水浴場情報板
          当該海水浴場に通ずる主要な道路、駅及びバスターミナルに、関係機関の協力　　　　を得て、おおむね次の内容を表示した海水浴場情報板を設置するよう努めること。
        ａ  海水浴場名
        ｂ  遊泳の適・不適
        ｃ  交通状況
        ｄ  利用状況
    エ  海水浴場の諸施設は、利用者の便宜及び円滑な海水浴場の運営を図るよう計画的　　　かつ合理的に配置すること。
　(4) 遊戯施設等
    ア  飛び込み台は、水深、海底条件、潮流、水面上の高さ等を考慮して、危険のない　　　よう設置すること。
イ  貸し出しを行うボート、サーフボード及びスタンドアップパドルボード等（以下「サーフボード等」という。）、ゴム製又はビニール製のボート、浮き輪等は、常にその安全性を確認すること。　　
  (5) 美観の保持
      建築物等の形態、意匠、色彩等は、当該地域の自然景観及び風致に合致したもので　　あること。
４  利用者の遵守事項
    開設者は、おおむね次に掲げる利用者の遵守すべき事項について前項の表示施設等に　表示するほか、有線放送施設、パンフレット等により利用者へその周知徹底を図ること。
  (1) 他人の迷惑になる行為や、公衆の安全、衛生及び風紀を損なうような行為をしない
こと。
  (2) 遊泳区域以外及び遊泳区域内の危険箇所では、水浴又は遊泳をしないこと。
  (3) 遊泳区域等を表示する標旗、うき等を移動し、又は損壊しないこと。
  (4) 遊泳区域内には、モーターボート（船外機船等を含む。）、水上オートバイ、サー　　フボード等又はヨットを乗り入れないこと。
  (5) モリ・水中銃その他人の身体に危害を及ぼすおそれのある器具を海水浴場区域内に　　おいて使用し、又は携帯しないこと。
  (6) 危険のおそれのある遊戯等をしないこと。
  (7) 開設時間外及び開設者が遊泳することが危険及び不適当と認めるときは、水浴又は　　遊泳をしないこと。
  (8) 酩酊者及び伝染性の疾患にかかっている者は、水浴又は遊泳をしないこと。
  (9) 水浴又は遊泳をするときは、準備体操を行い、身体を濡らしておくこと。
 (10) 水浴又は遊泳は、単独ではしないこと。
 (11) 幼児・児童には必ず保護者又は引率者が同伴すること。
 (12) 空びん、空缶、紙くず等のごみは、所定のごみ容器等以外のところに捨てないこと。
